別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教職員人事費
	事業名: メンタルヘルス対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　教育委員会　教職員課　健康管理係　電話番号：058-272-1111（内3534）

　　　　　　　　　　　E-mail：c17776@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,762千円（前年度予算額：1,762千円）
	要求内容


	１　要求の内容


（1） こころの相談窓口の設置

・職員及びその家族、職場の上司等が相談を受けることができる専門機関を設置

します。
（2） 管理監督者研修　　

・メンタル不調者の早期発見・早期対応のため、新任校長、新任副校長、教頭を

対象に研修を実施し、管理監督者のサポートの充実を図ります。
	２　所要経費


（1） こころの相談窓口の設置　1,644千円
（2） 管理監督者研修の開催　118千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	1,762
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,762

	要求額
	1,762
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,762

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　教職員が心身の健康を保持し、職務に専念することができるよう、メンタルヘルス対策を推進する。特に専門家による相談体制の整備、各所属の管理監督者を中心としたメンタルヘルス体制の整備を充実させ、メンタル不調者の早期発見、早期対応を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指　　標　　名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	管理監督者対象研修 受講者数

<受講率 %>
	0

<0>

(H21)
	150

<100>

（H22）
	131

<100>

（H23）
	102
  <100>（H24）
	<100>

(H25～)
	<100>


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）心の健康相談室

　・心の健康相談室の設置（実施期間：平成24年4月1日～平成25年3月31日）

　・心の健康相談室における相談実施
（２）管理監督者対象研修（メンタルヘルスセミナー）

　・教頭対象研修（平成24年5月11日（金）開催）

　・新任校長研修（平成24年5月17日（木）開催）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　（１）心の健康相談室

・心の健康相談室を岐阜県下６箇所に設置し、４～９月現在で１８３件の相談に
対応している。

（２）管理監督者対象研修（メンタルヘルスセミナー）

　・教頭研修（参加：８３人）、新任校長研修（参加:１９人）において、学校にお
ける管理監督者の役割、うつ病の基本的知識などを盛り込んだセミナーを実施
した。特に、新任校長研修については、今年度新たに実施した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	厚生労働省から労働安全衛生法第70条の２第1項の規程に基づく「労働者の心の健康の保持増進のための指針」が示されている。

その指針に、自ら気づき対処する「セルフケア」、管理監督者が対応する「ラインケア」、職員・管理監督者を支援する「産業保健スタッフ等によるケア」、専門家を活用した「外部専門機関によるケア」を行う重要性がうたわれており、当該事業は、この中の「ラインケア」「外部専門機関によるケア」にあたる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	相談件数は、事業開始当初に比べ増加しており、最近は年間400件程度の相談がある。事業を継続してきたことで、職員間にも相談窓口として定着してきている。

　管理監督者への研修機会が、教頭研修のみであったが、今年度は新任校長研修においても実施され、継続的な体制がとれることになった。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　管理監督者対象研修においては、既存の研修の機会に当該内容のセミナーを実施しており、会場借り上げ費等の事務費の削減や参加者の便宜が図られている。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　メンタル不調者の早期発見・早期対応につながっているか、他のメンタルヘルス事業と併せて、様々な指標から効果を見ていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　「労働者の心の健康の保持増進のための指針」にもあるとおり、岐阜県教育委員会においてもメンタルヘルスケアを推進していく。特に管理監督者による「ラインケア」を中心に「セルフケア」「産業保健スタッフ等によるケア」「外部専門機関によるケア」を充実させていくこととする。


